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５ 市民意見募集の結果 

 

 

 

 

(1)市民意見募集の実施概要

「福岡市自転車活用推進計画」の原案に対する市民意見募集を実施した。

(2)意見の提出状況

意見数：73件（提出数：19通）

(3)意見の内訳

意見数

3件

②自転車利用の現状と課題 1件

③福岡市における自転車活用の方向性 3件

④各施策の具体的な取組み 62件

「はしる」自転車通行環境の創出 16件

「とめる」駐輪環境の整備 21件

「まもる」自転車利用の適正化 15件

「いかす」自転車の活用 10件

⑤計画の推進 1件

⑥その他 3件

(4)反映状況

意見数

①修正あり：意見の趣旨に基づく原案の修正を行うもの 8件

6件

37件

22件

令和２年１２月２３日（水）～令和３年１月２２日（金）

電子メール、郵送、FAX、持参

意見募集の期間

意見の提出方法

周知方法
及び

閲覧・配布場所

④その他：参考意見や提案など

③記載あり：意見の趣旨が原案に記載されているもの

（周知方法）
　市ホームページ、市政だより、市営駐輪場にて掲示
（閲覧・配布場所）
・各区情報コーナー、入部出張所、西部出張所
・情報プラザ、情報公開室、自転車課
・市ホームページ

対応項目

②原案どおり：意見の趣旨に基づく原案の修正を行わないもの

①計画策定の趣旨

項目

電子メール 郵送 FAX 持参 合計

12 0 2 5 19
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 (5)意見の概要

「福岡市自転車活用推進計画」の原案に対する主な意見は、下記のとおりである。

■各施策の具体的な取組み「とめる」

　安心して走行できる自転車通行空間ネットワークの形成

・道路の構造を見直し、物理的に事故が起きにくい通行空間を整備すべきである。

民間等との共働による利用しやすい駐輪場の整備

・継続して違法駐車の取締りをすべきである。

・ビッグデータを活用した自転車通行空間ネットワークの検討については、積極的に推進して
ほしい。

■各施策の具体的な取組み「はしる」

・様々な自転車通行空間の整備形態が存在するので、将来的に統一すべきである。

・逆走禁止など外国人にも分かりやすい注意喚起をすべきである。

安全で快適な自転車通行空間環境の創出

・天神や赤坂地区周辺では駐輪場が不足している。

・民間駐輪場にもキャッシュレスに対応した精算機を導入すべきである。

・利用率が低い駐輪場について、視認性を向上させる案内サインを設置すべきである。

■各施策の具体的な取組み「まもる」

・駐輪機器が老朽化しているので、新しい機器を導入すべきである。

　駐輪場の利便性向上

適正な走行ルールの周知・徹底とマナー向上

■各施策の具体的な取組み「いかす」

自転車に親しむ機会の創出

・サイクリストが安全に通行できる環境整備をすべきである。

・歩道走行している自転車に対して、取締り強化やチラシ配布をすべきである。

・子ども乗せ自転車や高齢者専用スペースを確保すべきである。

・宅配代行サービスやシェアサイクルが普及してきていることから、その利用者達への啓発を
すべきである。

・自転車のルールを守る以前にルールを知らない人が多いのではないか。

・子どもに対する安全教育は重要であり、加害者意識の教育もすべきである。

・サイクリスト受入環境の整備で「路面の安全性の確保」にも取り組むべきである。

・外国人への自転車利用マナーやルールの周知を徹底すべきである。
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６ 福岡市自転車活用推進計画の基本方針と施策 

  本計画では、「はしる（自転車通行環境の創出）」、「とめる（駐輪環境の整備）」、「まも

る（自転車利用の適正化）」、「いかす（自転車の活用）」の４つの観点から自転車に関す

る課題や近年の動向を踏まえた新たな基本方針や施策を設定する。 

※赤字は、新たに取り組む施策

（拡充） 
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７ 基本方針に対する成果指標 

本計画で掲げている基本方針の実現に向けて、各施策の取組みによる効果を的確に把握

するため、「はしる」、「とめる」、「まもる」、「いかす」に対して成果指標を設定し、令和６

年度末までの達成に向けて取り組む。 

８ 自転車通行空間の整備着手及び調査・検討路線の選定（参考資料２－１：P53参照） 

自転車通行空間の整備路線の選定にあたっては、以下の観点で評価を行う。 

  〇自転車交通量：12時間交通量が概ね 2,000台 以上 

  〇既存の自転車通行空間と接続し利便性が高まる路線 

  〇鉄道駅へのアクセス路線 

  〇福岡県サイクルツーリズム協議会による広域モデルルート選定路線   など 
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「福岡市下水道経営計画2 0 2 4（ 最 終 案 ） 」 に つ い て

１ 「下水道経営計画」の位置付け

基本計画

実施計画
「下水道経営計画2020」

期間：H29～R2(H32)
（現行経営計画）

「下水道経営計画2024」
期間：R3～R6
（新経営計画）

H29 R3 R6 R8

「下水道ビジョン2026」期間：H29～R8(H38)

基本理念：「快適なくらしを守り、都市の魅力を高め、
未来につなげる下水道」

福岡市下水道事業の基本計画である「福岡市下水道ビジョン2026」の実施計画で
ある「福岡市下水道経営計画2020」が令和２年度末で計画期間の満了を迎えるた
め、今後の４年間の実施計画として、具体的な整備の方向性を定める「整備計画」
と、それに基づく財政収支の見通し及び財政運営の方向性を示す「財政収支計画」
からなる「福岡市下水道経営計画2024」を策定する。

２ 現行経営計画の進捗状況

下水道管渠の
改築更新

ー 120km 131km

雨水整備
レインボープラン天神

第1期事業実施
第2期事業検討

第1期事業完了
第2期事業実施

第1期事業完了
第2期事業実施

雨水整備Doプラン 48地区 55地区（完了） 55地区（完了）

企業債残高の縮減 4,003億円 3,478億円 3,507億円

下水道管渠の耐震化 52km 69km 95km

再生水利用
下水道事業の推進

1,457ha 1,497ha 1,485ha

H28年(2016)
策定時点

R2(2020)年度末
目標値

R2(2020)年度末
見込み

主な成果指標

現行経営計画の進捗状況については、改築更新や浸水対策、耐震化の成果指標では、

事業の進捗を図ったことで、目標を上回る見込みである一方、企業債残高の縮減の成果

指標では、事業費が増加したことで目標を若干下回る見込みであるが、全体としては概

ね順調に推移している。

※青字は目標を達成する見込み

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（2017） （2021） （2024） （2026）
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４「下水道経営計画2024」の概要

（１）経営理念

「下水道ビジョン2026」の基本理念のもと、福岡を支える貴重な財産である下水道を健

全かつ持続的に次世代へ引き継ぎ、快適で安全・安心な市民生活の確保や地球環境の保全

に努め、都市の成長を図るとともに、公営企業として経営の観点に配慮し、将来を見据

え、様々なリスクに対応できる持続的発展可能な下水道サービスを提供する。

３ 新経営計画を策定するにあたり考慮すべき事項

（１）下水道施設の老朽化の進行

（２）大規模地震、台風や豪雨の激甚化・頻発化

（３）都心部の機能強化（天神ビッグバン・博多コネクティッド）

（４）近い将来の人口減少社会の到来

（５）SDGsの推進

（６）IoT、AIなどの技術革新の進展

（７）新型コロナウイルス等の感染症流行リスクの高まり

現行経営計画の策定から４年が経過し、下水道を取り巻く状況についても大きく変化

してきている。策定にあたっては、これまで把握していた課題に新たな社会状況の変化

を加味し、下記の事項について考慮する。

（２）経営方針

ア 自律経営の持続

厳しい経営環境が続くことが見込まれる中、「雨水公費、汚水私費の原則」のもと、コ

スト縮減や事業の選択と集中、企業債残高の縮減を図り、経営基盤の強化を図ることで、

公営企業として自律経営を持続する。

イ 変化する時代への対応

自然災害のさらなる激甚化・頻発化や感染症流行リスクの高まり、少子高齢化の進行な

ど、新たな時代の変化の中にあっても、市民の皆さまの安全・安心なくらしを支えるため、

SDGsの理念を踏まえ、下水道の持つ新たな価値の創造や脱炭素社会への貢献、新技術によ

る社会的課題の解決などに取り組む。

ウ 幅広い世代への理解の促進

リニューアルしたPR施設やSNS等の多様な広報媒体の活用や、事業に関する各種情報の

効果的な発信により下水道を「見える化」することで、幅広い世代への理解を促進する。

（３）事業方針

「下水道ビジョン2026」において定めた、目指すべき将来像の実現に向けた６つの施策目

標について、変化する時代への対応の視点を取り入れ、計画的・段階的に事業を実施する。
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オ 身近な下水道

（ア）リニューアルした下水道PR施設の活用

（イ）施設見学会・イベントなどの開催、ＳＮＳなど多様な媒体による広報活動

カ 地域活性化への貢献

（ア）官民連携による下水道技術の研究・開発

（イ）国際貢献・官民連携によるビジネス展開の推進

エ 脱炭素・循環型社会への貢献

（ア）下水汚泥固形燃料化施設の安定運用

（イ）再生可能エネルギーの有効活用（固形燃料、下水熱、水素、発電）

（ウ）再生水利用の推進

ウ 健全な水環境の創出

（ア）合流式下水道の改善

（イ）新たな開発区域における下水道整備の実施

（ア）浸水対策の推進

（イ）地震対策の推進

（ウ）下水道BCPの充実・強化（地震、水害、感染症流行に備えた対応検討）

（エ）支援・受援体制等の充実・強化、訓練の継続実施

イ 災害に強い下水道

（ア）都心部の下水道システムの再構築に着手

（イ）管渠の改築更新（アセットマネジメント）の強化・推進

（ウ）下水道事業会計に係るシステムの刷新

（エ）IoT・AIを活用した新技術の導入によるコスト削減の検討

（オ）下水による感染症流行検知の研究

（カ）人材育成の推進

ア 持続的発展可能な下水道システムの構築

下水道サービスを、次の世代にも安定的・継続的に提供するため、老朽化施設の改築

更新（アセットマネジメント）を進めるとともに、技術の継承などにも取り組む。

激甚化・頻発化する災害に対応するため、ハード・ソフト両面で対策を進める。

博多湾などの公共用水域の水質保全のため、引き続き、最適な汚水処理に努める。

脱炭素・循環型社会への貢献のため、下水道から生み出される処理水や汚泥、バイオ

ガスや熱エネルギーといった様々な資源を積極的に活用する。

市民に事業内容や財政状況をわかりやすく伝えるため、様々な広報活動を展開する。

これまで培ってきた多くの技術やノウハウを活かし、官民連携による技術開発や研

究、国際貢献などに引き続き取り組む。
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約94億円 約102億円 約112億円

約139億円 約98億円
約122億円

約245億円 約283億円 約176億円

約531億円 約556億円 約650億円

現行整備計画 実績（見込み） 新整備計画

（２）整備の基本的方向性

５「整備計画」の概要

（１）現行整備計画と新整備計画の事業費比較

下水道施設の老朽化や近年頻発する水害、地震等の災害に着実に対応していくため、

新整備計画においても、現行整備計画の実績と同規模程度の事業費を確保する予定であ

る。浸水対策については、平成11年に発生した大規模な浸水被害を受けて進めてきた

「雨水整備DOプラン」などが平成30年度に完了したことで事業費が減少する一方、施設

の老朽化に対応していくため、改築更新費用が増加する見込みである。

全体事業費
約1,009 億円

全体事業費
約1,060億円

（53％）

（24％）

（14％）

（9％）

（61％）

（17％）

（12％）

（10％）

■改築更新

■浸水対策

■地震対策

■そ の 他

全体事業費
約1,039億円

H29(2017)～R2(2020) R3(2021)～R6(2024)

（53％）

（27％）

（10％）

（10％）

ア 事業（投資）の平準化の推進

下水道サービスを将来にわたり安定的に提供するため、施設の長寿命化や施設規模

の適正化を図りつつ、事業の平準化を推進する。

イ 強靭化の推進

近年頻発する水害、地震等の災害に対応するため、管渠や水処理センター・ポンプ

場の耐水化、耐震化など、さらなる強靭化を推進する。
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イ 浸水対策 【事業費 約176億円（全体の約17％）】

平成11年６月の豪雨等による浸水被害の発生を受け、浸水対策

を重点的に進めてきた結果、平成30年度までに、特に浸水被害が

甚大であった地区の主要な施設整備が完了している。

令和元年度から市内全域の対策として実施している「雨水整備

Ｄｏプラン2026」や、都心部での対策である「雨水整備レインボ

ープラン天神」(第2期事業)に引き続き取り組む。また、激甚化

・頻発化する豪雨に対応するため、下水道施設の「耐水化」に取

り組む。

ア 改築更新（アセットマネジメント） 【事業費 約650億円（全体の約61％）】

適切な維持管理による長寿命化を図るとともに、ライフサイ

クルコストの最小化を図りながら、施設の計画的な改築更新を

進める。特に、施設の整備時期が早く、老朽化の進んだ都心部

について重点的な改築更新に取り組む。

【管渠の改築更新を強化・推進】

・道路陥没を未然に防ぐ観点から、都心部を重点的に更新

【都心部の下水道システムの再構築に着手】※右側参考資料参照

・老朽化対策に加え、災害対応や維持管理性の向上を踏まえた下水道システムの強靭化や

最適化を目指し、都心部を担う中部水処理センター対象処理区内の主要なポンプ場や管

渠等を再構築

エ その他 【事業費 約112億円（全体の約10％）】

・未整備地区の解消 ⇒ まちづくりに関連した下水道整備等に取り組む。

・再生水利用下水道 ⇒ 箱崎地区等への供給区域の拡大に取り組む。

ウ 地震対策 【事業費 約122億円（全体の約12％）】

緊急輸送路下における重要な幹線管渠や水処理

センター・ポンプ場の耐震化を引き続き推進し、

併せて、下水道機能の確保のため、ソフト対策

（下水道ＢＣＰ（業務継続計画））を推進する。

【管渠】・被災した際に、生活空間での汚水の滞

留や未処理下水の流出等を防ぐため、緊急輸

送路下や避難所下流側等の重要な幹線を優先

【水処理センター・ポンプ場】

・地震時の機能確保に向けて、段階的に耐震性能を向上

（３）主要な整備の特色 全体事業費 約１，０６０億円

老朽化して破損した管渠

雨水管（内径5m）

「雨水整備Ｄｏプラン2026」

事業期間：R1～R8 ※重点33地区

「雨水整備レインボープラン天神」（第２期事業）

事業期間：R1～R8 ※ 中部9号幹線等を整備

施工前 施工後

耐震補強したポンプ場
内部の様子
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災害時バックアップ
機能の検討

警固断層

【参考】「都心部の下水道システムの再構築」について

【対象施設】

水処理センター １箇所 中部水処理センター

ポンプ場 ３箇所 浜の町ポンプ場、築地町ポンプ場、向島ポンプ場A系

幹線管渠 ２幹線 第１遮集幹線、博多川幹線

① 本市の下水道事業は、天神や博多など古くから福岡の中心として発展した都心部より
整備に着手し、施設の老朽化が進んでいることから、当該地区の汚水処理を担う中部水
処理センター及びこれに直結する幹線管渠やポンプ場について、改築更新等を行う再構
築に着手する。

② 再構築にあたっては、老朽化対策に加えて、近年、激甚化・頻発化する自然災害に対
応するため、「雨水整備レインボープラン天神」による浸水対策とともに、下水道施設
の耐震化や耐水化を推進する。あわせて、省エネ機器の導入、維持管理性の向上、災害
時バックアップ機能の観点も踏まえて、当該地区の下水道システムの強靭化及び最適化
を図り、市民生活や企業活動を将来にわたり支えていく。

【位置図】

※築年数はR2年度末時点

博多川幹線（築49年）第1遮集幹線（築56年）

向島ポンプ場A系（築55年）築地町ポンプ場（築52年）

中部⽔処理センター（築55年）

浜の町ポンプ場（築55年）
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下水道使用料収入については、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響から、

令和元年度と比べ約16億円（６％）の減収となる見込みであり、新経営計画の４年間にお

いても、この状況は続くものと想定している。

公共下水道整備費については、現行整備計画の実績と同規模程度の約1,060億円を確保す

る予定であり、各年の整備費は260億円から280億円程度を想定している。また、維持管理

費については、既存施設の長寿命化に向けた補修を積極的に実施することなどにより、逓

増する見通しである。

単年度損益については、現行経営計画と比べ減少することが見込まれるが、一定の利益

は確保できる見通しであり、企業債残高についても、企業債の発行抑制に努めることで、

縮減を進めることができる見通しである。

これらのことにより、新経営計画の４年間においても、現行の使用料体系のもとで経営

を健全に維持できる見込みである。

280 280 281 

265
271 272 273 274

220

240

260

280

300

H29(2017) H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023) R6(2024)

新経営計画（Ｒ３〜Ｒ６）

（消費税等抜き、単位：億円）

・新型コロナウイルス感染症の影響から減
少することを想定

・新経営計画の期間においては、緩やかに
回復していくことを想定

※ 平成２９年度〜令和元年度は決算値を、令和２年度は⾒込値を記載

（決算） （決算） （決算） （⾒込み）

６ 「財政収支計画」の概要

（１）下水道使用料収入の見通し

0

新型コロナウイルスの影響により
Ｒ１と⽐べ１6億円程度減少

234 235 

277 
293 

274 261 261 264 

100

150

200

250

300

350

400

H29(2017) H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023) R6(2024)

新経営計画（Ｒ３〜Ｒ６）

・現⾏整備計画と同規模程度の事業費を確
保する予定

（決算） （決算） （決算） （⾒込み）

0

（単位：億円）

現⾏経営計画（H２９〜Ｒ２）
（４年間で約1,039億円の⾒込み）

（２）公共下水道整備費の見通し

0

（４年間で約1,060億円）
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3,806 
3,665 

3,536 3,507 
3,416 3,351 3,286 3,223 249 238 227 224 212 206 202 197 

0

100

200

300

400

500

2,500

3,000

3,500

4,000
新経営計画（Ｒ３〜Ｒ６）

・新経営計画（Ｒ３〜Ｒ６）においても、
縮減を進めることができる⾒通し

※ 平成２９年度〜令和元年度は決算値を、令和２年度は⾒込値を記載

（決算） （決算） （決算） （⾒込み）

0

（５）企業債残高の見通し

（億円）

（千円）

H29(2017) H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023) R6(2024)

市⺠1⼈当たり現債⾼
（単位：千円）

67 
75 80 

60

40

56 55 52

0

20

40

60

80

100

H29(2017) H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023) R6(2024)

（消費税等抜き、単位：億円）

新経営計画（Ｒ３〜Ｒ６）

・下⽔道使⽤料収⼊の減少を受け、単年度損益も減少するが、⼀定の利益は確保できる⾒通し
・Ｒ３は、退職給付引当⾦の計上に伴う特別損失約１４億円の影響があるため、⼀時的に減少

（決算） （決算） （決算） （⾒込み）

（４）単年度損益の見通し

新型コロナウイルスの影響により
Ｒ１と⽐べ20億円程度減少

（３）維持管理費の見通し

142 137 135 
149 154 154 158 161 

80

100

120

140

160

180

H29(2017) H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023) R6(2024)
（決算） （決算） （決算） （⾒込み）

・維持管理費は、既存施設の⻑寿命化に向けた補修を積極的に実施する
ことなどにより、逓増する⾒通し

新経営計画（Ｒ３〜Ｒ６）

（消費税等抜き、単位：億円）

0

※企業債残⾼のピークは、H14(2002)年度 5,097億円
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１ 経緯 

（1）経済財政運営と改革の基本方針（平成 27年６月閣議決定）に基づく総務省通知 

・特別会計の事業の抜本的な改革の検討を行うこと

・中長期的な経営基本計画である「経営戦略」を令和２年度までに策定すること

（2）包括外部監査における意見 

・収益性や民営駐車場の供給もある中、公の施設として保持することの必要性について

不断に検討されたい。（平成25年度）

・市が駐車場を所有し維持管理及び運営を実施していく意義があるのか検討していくこと 

が望まれる。（平成27年度） 

（3）福岡市営駐車場等あり方検討委員会による検討の実施 

福岡市営駐車場等あり方検討委員会を平成31年３月に設置し、あり方の検討を行った。 

（4）サウンディング型市場調査の実施 

公募や契約条件の検討の参考とするため、福岡市営駐車場の貸付及び売却に関するサウ

ンディング型市場調査を実施した。 

種類 駐車場 関心があると答えた事業者数 

貸付 

築港駐車場 15事業者 

大橋駐車場 14事業者 

天神中央公園駐車場 18事業者 

売却 川端地下駐車場 10事業者 

 市営駐車場の貸付及び売却の公募について 

① 市営駐車場４施設とも駐車場の存続を図る。

② 築港駐車場、大橋駐車場、天神中央公園駐車場は民間貸付を検討する｡

③ 川端地下駐車場は売却を検討する｡

※ 検討の際の留意事項

・車いす使用者用駐車スペースの確保

・障がい者利用割引、市営渡船利用者割引の継続

・川端地下駐車場とリバレイン駐車場との一体的な運用

市営駐車場のあり方の方向性 
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２ 公募の概要（案） 

  総合評価公募型プロポーザル方式により貸付及び売却の候補者を選定し、提案内容に基

づいた管理運営を条件とする契約を締結する。 

（1）選定評価委員会の設置 

貸付及び売却に係る公募要項の検討及び提案の採点評価を行うため「福岡市営駐車場の

貸付及び売却に係る候補者選定評価委員会」を令和３年１月 20 日に設置した。同日、第

１回会議を開催し、貸付及び売却に係る公募要項の内容及び提案の評価方法について意見

を聴いた。 

候補者の選定は、同委員会の委員による評価を踏まえ、市が決定する。 

【選定評価委員会委員】 

役職 氏名 所属等 摘要 

委員長 辰巳 浩 福岡大学工学部社会デザイン工学科 教授 学識経験者(交通工学) 

副委員長 八尋 和郎 株式会社 THINK ZERO 代表取締役 学識経験者(経済) 

委 員 柴富 伸子 コンシューマー福岡 会長 利用者代表 

委 員 横尾 亘 西南学院大学法科大学院法務研究科 准教授 学識経験者(法律) 

委 員 吉浦 美和 電車にのるぞ障害者の会 代表 利用者代表 

（2）貸付の概要 

① 主な内容

対 象 施 設 

築港駐車場（福岡市博多区築港本町） 

大橋駐車場（福岡市南区大橋二丁目） 

天神中央公園駐車場（福岡市中央区天神一丁目） 

※ 各施設ごとに貸付

貸 付 期 間 令和４年４月１日から令和９年３月31日まで（５年間） 

契 約 方 法 定期建物賃貸借契約 

応募者の構成 
・駐車場の運営に必要な知識、経験、資力及び信用を有する者

・単独の法人又は複数の法人からなる企業連合体

指 定 用 途 

・築港駐車場及び天神中央公園駐車場

駐車場法に規定する路外駐車場及び都市計画法に規定する都市施設

（都市計画駐車場）として使用すること

・大橋駐車場

一般公共の用に供する駐車場（時間貸）及び月極駐車場など専用的

に使用される駐車場の両方の用途に供すること

車いす使用者用

駐車ｽﾍﾟｰｽの確保 

・福祉のまちづくり条例の誘導基準を満たす車いす使用者用駐車スペ

ースの台数を確保すること

利 用 者 割 引 ・障がい者利用割引、市営渡船利用者割引(築港のみ)を継続すること
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② 提案の評価

内容評価と価格評価を総合的に評価する。

評 価 項 目 

内 容 評 価 

事業者の経営状況、類似施設の管理実績、管理運営の方法、 

維持管理の方法、料金体系、利用者割引の方法、 

利便性向上の取組み、市営からの円滑な移行、地域貢献、事業計画等 

価 格 評 価 

・不動産鑑定評価を行い、福岡市不動産価格評定委員会の意見を聞き

最低価格を設定

・提案を求める貸付料は基本貸付料及び従量貸付料

（3）売却の概要 

① 主な内容

対 象 施 設 川端地下駐車場（福岡市博多区下川端町） 

売 却 時 期 令和３年度（引渡しは令和４年４月１日予定） 

契 約 方 法 土地建物売買契約（区分所有） 

応募者の構成 
・駐車場の運営に必要な知識、経験、資力及び信用を有する者

・単独の法人又は複数の法人からなる企業連合体

指 定 用 途 
・駐車場法に規定する路外駐車場及び都市計画法に規定する都市

施設（都市計画駐車場）として使用すること

車いす使用者用

駐車ｽﾍﾟｰｽの確保 

・福祉のまちづくり条例の誘導基準を満たす車いす使用者用駐車

スペースの台数を確保すること

利 用 者 割 引 ・障がい者利用割引を継続すること

リバレイン駐車

場との一体的な

運営 

・川端地下駐車場及びリバレイン駐車場は、中洲・川端地区の駐車需

要に対応するための都市計画施設（都市計画駐車場）であることか

ら、両駐車場の収容可能な車種を考慮した運用、交通混雑の防止、

利用者サービスなど、両駐車場が連携し効果的な活用を図ること

② 提案の評価

内容評価と価格評価を総合的に評価する。

評 価 項 目 

内 容 評 価 

事業者の経営状況、類似施設の管理実績、管理運営の方法、 

維持管理の方法、料金体系、利用者割引の方法、 

利便性向上の取組み、リバレイン駐車場との一体的な運営の取組み、 

市営からの円滑な移行、地域貢献、事業計画等 

価 格 評 価 
・不動産鑑定評価を行い、福岡市不動産価格評定委員会による評価額

を最低価格として設定
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３ 今後のスケジュール（案） 

  令和３年度 公募要項等の公表、候補者の決定、市議会への議案上程、契約等 

  令和４年度 貸付又は売却による運営 
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今回 
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